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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】  
回次 

第８期 
第３四半期累計期間 

第７期 

会計期間 
自 2020年１月１日 
至 2020年９月30日 

自 2019年１月１日 
至 2019年12月31日 

事業収益 （千円） 2,032 301,417 

経常損失（△） （千円） △323,302 △232,293 

四半期（当期）純損失（△） （千円） △325,440 △235,183 

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） ― ― 

資本金 （千円） 1,388,240 634,540 

発行済株式総数 （株） 14,007,000 11,614,300 

純資産額 （千円） 2,112,683 930,723 

総資産額 （千円） 2,186,505 1,016,683 

１株当たり四半期（当期） 
純損失（△） 

（円） △27.04 △20.25 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期（当期）純利益 

（円） ― ― 

１株当たり配当額 （円） ― ― 

自己資本比率 （％） 96.62 91.55 
 
 

回次 
第８期 

第３四半期会計期間 

会計期間 
自 2020年７月１日 
至 2020年９月30日 

１株当たり四半期損失（△） （円） △3.49 
 
（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。 

２．事業収益には、消費税等は含まれておりません。 

３．持分法を適用した場合の投資利益については、当社は関連会社を有していないため記載しておりません。 

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、新株予約権が存在するものの、当社株式は非

上場であるため、期中平均株価が把握できませんので、また、１株当たり四半期（当期）純損失であるため

記載しておりません。 

５．当社は、第７期第３四半期累計期間については四半期財務諸表を作成していないため、第７期第３四半期累

計期間に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。 

 
２【事業の内容】 

当第３四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な関係会社

における異動もありません。 
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第２【事業の状況】 

１【事業等のリスク】 

当第３四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、新規上場申請のための有価証券報告書（Ⅰ

の部）に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。なお、当社は、前第３

四半期累計期間については四半期財務諸表を作成していないため、前年同四半期累計期間との比較分析は行っており

ません。 

 

（1）財政状態の状況 

（資産） 

当第３四半期会計期間末における流動資産は2,180,762千円となり、前事業年度末に比べ1,172,552千円増加い

たしました。これは主に、前渡金が12,887千円減少したものの、第三者割当増資による資金調達により、現金及び

預金が1,192,604千円増加したことによるものであります。 

また、当第３四半期会計期間末における固定資産は5,742千円となりました。 

この結果、資産合計は2,186,505千円となり、前事業年度末に比べ1,169,821千円増加いたしました。 

 

（負債） 

当第３四半期会計期間末における流動負債は73,821千円となり、前事業年度末に比べ12,139千円減少いたしま

した。これは主に、前受金が14,756千円減少したことによるものであります。 

この結果、負債合計は73,821千円となり、前事業年度末に比べ12,139千円減少いたしました。 

 

（純資産） 

当第３四半期会計期間末における純資産合計は2,112,683千円となり、前事業年度末に比べ1,181,960千円増加

いたしました。これは主に、第三者割当増資による資本金753,700千円及び資本剰余金753,700千円の増加によるも

のであります。また、四半期純損失325,440千円の計上に伴い、利益剰余金が325,440千円減少しております。 

 

（2）経営成績の状況 

当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の拡大により、世界経済への深刻な影

響が続く中、日本経済においては段階的な経済活動の再開による持ち直しの動きもみられるものの、依然として先

行きが不透明な状況となっております。 

このような環境の中、当社は、機能性ペプチドの多様な機能に着目した研究開発を進めるとともに、医薬品、化

粧品等、広範な分野での事業展開に取り組んでまいりました。 

 

機能性ペプチドSR-0379については、前事業年度において皮膚潰瘍（褥瘡（じょくそう）及び糖尿病性潰瘍）を

対象疾患とした第Ⅱ相臨床試験を終了し、当第３四半期累計期間においては、第Ⅲ相臨床試験の準備を進めました。 

抗体誘導ペプチドFPP003については、前事業年度にオーストラリアにて乾癬を対象疾患とした第Ⅰ/Ⅱａ相臨床

試験を開始し、引き続き被験者の組み入れを進めております。また、強直性脊椎炎を対象疾患とした開発について

は、国立研究開発法人日本医療研究開発機構（AMED）の支援を受け、前臨床試験を実施いたしました。 

抗体誘導ペプチドFPP004については、花粉症（季節性アレルギー性鼻炎）を対象疾患とした前臨床試験を実施い

たしました。 

抗体誘導ペプチドについては、大阪大学との共同研究により様々な疾患に対する抗体誘導ペプチドの探索研究

を行いました。疼痛領域については、塩野義製薬株式会社との間で共同研究を継続しております。 

また、当第３四半期累計期間において、機能性ペプチドの譲渡により、事業収益2,032千円を計上いたしました。 

 

以上の結果、当第３四半期累計期間の業績は、事業収益2,032千円、営業損失384,557千円、経常損失323,302千

円、四半期純損失325,440千円となりました。なお、事業費用の総額は386,589千円であり、そのうち事業原価は698

千円、研究開発費は251,555千円、その他の販売費及び一般管理費は134,335千円となりました。 

なお、当社は医薬品等の研究開発事業の単一セグメントであるため、セグメントごとの情報は記載しておりませ

ん。 
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（3）経営方針・経営戦略等 

当第３四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。 

 

（4）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。 

 

（5）研究開発活動 

当第３四半期累計期間における研究開発活動の金額は251,555千円であります。 

当社は、大阪大学発の創薬系バイオベンチャー企業であり、大学の研究成果を製薬会社への橋渡しに向けてイン

キュベート（研究開発を推進）する役割を担っております。現在進行中のプロジェクトについては、大阪大学の研

究成果である機能性ペプチドAG30を起源とし、皮膚潰瘍治療薬として改良した機能性ペプチドSR-0379を塩野義製

薬株式会社との提携のもとで開発を進めており、さらにアジュバント機能を増強した機能性ペプチドAJP001を強

みとして、大阪大学との産学連携体制のもとで、炎症性疾患やアレルギー性疾患等の慢性疾患に対する治療ワクチ

ン「抗体誘導ペプチド」の研究開発を進めております。 

当第３四半期累計期間においては、「（2）経営成績の状況」に記載したとおり、機能性ペプチドSR-0379、抗体誘

導ペプチドFPP003及びFPP004の開発を進めるとともに、様々な抗体誘導ペプチドの探索研究を実施いたしました。 

また、パンデミック（世界的大流行）となった新型コロナウイルス感染症（COVID-19）に対する予防ワクチン開

発に向けて、大阪大学及びアンジェス株式会社との間で、当社の抗体誘導ペプチド等のペプチド技術を活用した次

世代DNAワクチンの共同研究を開始しております。 

当社の研究開発パイプラインのうち、進行中のプロジェクトは以下のとおりであります。 

 

＜医薬品＞ 

・ 開発品 

 
（注）１．地域は、臨床試験の実施地域のことです。 

２．国立研究開発法人日本医療研究開発機構（AMED）「創薬支援推進事業・希少疾病用医薬品指定前実用
化支援事業」の支援を受けて実施しています。 

 

・ 研究テーマ 

 
（注）１．国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）「研究開発型ベンチャー支援事業／

橋渡し研究開発促進による事業化支援」の支援を受けて、橋渡し研究機関大阪大学との共同研究に

より実施しています。 

２．国立研究開発法人日本医療研究開発機構（AMED）「医療分野研究成果展開事業・産学連携医療イノベ

ーション創出プログラム セットアップスキーム（ACT-MS）」の支援の成果に基づき、香川大学、大

阪大学及び京都府立医科大学との産学連携により実施しています。 
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＜化粧品等＞ 

株式会社ファンケルより、当社の機能性ペプチドを含有するシャンプーとして、2018 年３月に「マイルドク

レンジングシャンプー」、同年６月に「ボリュームアップシャンプー」が発売されております。 

また、株式会社 SMV JAPAN より、2020 年４月に当社の機能性ペプチドを含有するアルコール除菌スプレーが

発売されております。 

 

 

３【経営上の重要な契約等】 

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 
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第３【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

（1）【株式の総数等】 

① 【株式の総数】  

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 56,000,000 

計 56,000,000 
 
（注）2020年９月30日開催の臨時株主総会決議により定款を変更し、同日付で発行可能株式総数は11,300,000株増加し、

56,000,000株となっております。 

 

②【発行済株式】  

種類 

第３四半期会計期間末 

現在発行数（株） 

（2020年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 

（2020年11月20日） 

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名 

内容 

普通株式 14,007,000 14,007,000 非上場 

権利内容に何ら限定のない

当社における標準となる株

式であり、単元株式数は100

株であります。 

計 14,007,000 14,007,000 ― ― 
 
（注）１．発行済株式のうち200,000株は、現物出資（知的財産権 10,000千円）によるものであります。 

２．2020年８月14日付にて第三者割当増資を実施したことに伴い、発行済株式総数は2,392,700株増加し、

14,007,000株となっております。 

 

 

（2）【新株予約権等の状況】 

① 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

 

② 【その他の新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

 

（3）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

 

（4）【発行済株式総数、資本金等の推移】  

年月日 
発行済株式総数

増減数（株） 

発行済株式総

数残高（株） 

資本金増減額

（千円） 

資本金残高

（千円） 

資本準備金増

減額（千円） 

資本準備金残

高（千円） 

2020年８月14日 

（注） 
2,392,700 14,007,000 753,700 1,388,240 753,700 1,387,240 

 
（注）有償第三者割当  2,392,700株 

発行価格 630円 

資本組入額  315円 

割当先 SBI4＆5投資事業有限責任組合、New Life Science 1号投資事業有限責任組合、 

 UNICORNファンド投資事業有限責任組合、EPSホールディングス株式会社、 

 バイオ・サイト・スタート投資事業有限責任組合 

 

 

（5）【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません 
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（6）【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

2020年９月30日現在 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） ― ― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式 14,007,000 140,070 

権利内容に何ら限定のない当社に

おける標準となる株式であり、単

元株式数は100株であります。 

単元未満株式 ― ― ― 

発行済株式総数 14,007,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 140,070 ― 
 

 

② 【自己株式等】 

2020年９月30日現在 

所有者の氏名 

又は名称 
所有者の住所 

自己名義所有株式

数（数） 

他人名義所有株式

数（株） 

所有株式数の合計

（株） 

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％） 

― ― ― ― ― ― 

計 ― ― ― ― ― 
 

 

 

２【役員の状況】 

該当事項はありません。 
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第４【経理の状況】 

１．四半期財務諸表の作成方法について 

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63号）

に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

当社は、株式会社東京証券取引所の「有価証券上場規程」第211条第６項の規定に基づき、第３四半期会計期間（2020

年７月１日から2020年９月30日まで）及び第３四半期累計期間（2020年１月１日から2020年９月30日まで）に係る四

半期財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 

 

３．四半期連結財務諸表について 

当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 

 

４．最初に提出する四半期報告書の記載上の特例 

当新規上場申請のための四半期報告書は、「企業内容等開示ガイドライン24の４の７－６」の規定に準じて前年同四

半期との対比は行っておりません。 
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１【四半期財務諸表】 

（1）【四半期貸借対照表】 

（単位：千円）  

 
前事業年度 

（2019年12月31日） 

当第３四半期会計期間 

（2020年９月30日） 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 892,406 2,085,011 

売掛金 ― 286 

貯蔵品 29,273 24,751 

前渡金 62,126 49,239 

前払費用 15,422 16,534 

その他 8,980 4,940 

流動資産合計 1,008,209 2,180,762 

固定資産   

有形固定資産 2,536 1,900 

無形固定資産 961 760 

投資その他の資産 4,975 3,081 

固定資産合計 8,474 5,742 

資産合計 1,016,683 2,186,505 

負債の部   

流動負債   

未払金 27,165 22,938 

未払費用 13,593 15,526 

未払法人税等 3,719 8,770 

前受金 39,756 25,000 

その他 1,725 1,584 

流動負債合計 85,960 73,821 

負債合計 85,960 73,821 

純資産の部   

株主資本   

資本金 634,540 1,388,240 

資本剰余金 633,540 1,387,240 

利益剰余金 △337,356 △662,797 

株主資本合計 930,723 2,112,683 

純資産合計 930,723 2,112,683 

負債純資産合計 1,016,683 2,186,505 
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（2）【四半期損益計算書】 

【第３四半期累計期間】 

（単位：千円）  

 

当第３四半期累計期間 

（自 2020年１月１日 

至 2020年９月30日） 

事業収益 2,032 

事業費用  

事業原価 698 

研究開発費 251,555 

その他の販売費及び一般管理費 134,335 

事業費用合計 386,589 

営業損失（△） △384,557 

営業外収益  

受取利息 8 

為替差益 176 

補助金収入 66,521 

その他 8 

営業外収益合計 66,715 

営業外費用  

株式交付費 5,461 

営業外費用合計 5,461 

経常損失（△） △323,302 

税引前四半期純損失（△） △323,302 

法人税、住民税及び事業税 2,137 

四半期純損失（△） △325,440 
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【注記事項】 

（追加情報） 

（新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う会計上の見積りについて） 

新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う緊急事態宣言の発令や活動自粛要請等により、経済や企業活動に広範

な影響を与えております。当社四半期財務諸表の作成においては、一定期間後に徐々に収束すると仮定して、固

定資産の減損の判定を実施しております。 

なお、当社においては、新型コロナウイルス感染症の拡大が当第３四半期累計期間の業績に一定程度影響を与

えたものの、会計上の見積りに重要な影響を与えるものではないと判断しております。また、新型コロナウイル

ス感染症の収束時期やその他の状況の経過等が変化した場合も、翌四半期以降の会計上の見積りには重要な影響

を与えないものと考えております。 

 

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係） 

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期

間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。 

 

 
当第３四半期累計期間 
（自 2020年１月１日 
至 2020年９月30日） 

減価償却費 837千円 

 

 

（株主資本等関係） 

当第３四半期累計期間（自 2020年１月１日 至 2020年９月30日） 

１．配当に関する事項 

該当事項はありません。 

 

２．株主資本の金額の著しい変動 

当社は、2020年８月14日付で、SBI4＆5投資事業有限責任組合、New Life Science 1号投資事業有限責任組合、

UNICORNファンド投資事業有限責任組合、EPSホールディングス株式会社及びバイオ・サイト・スタート投資事

業有限責任組合から第三者割当増資の払込みを受けました。この結果、当第３四半期累計期間において資本金

が753,700千円、資本剰余金が753,700千円増加し、当第３四半期会計期間末において資本金が1,388,240千円、

資本剰余金が1,387,240千円となっております。 

 

 

（セグメント情報等） 

【セグメント情報】 

当第３四半期累計期間（自 2020年１月１日 至 2020年９月30日） 

当社は、医薬品等の研究開発事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 
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（１株当たり情報） 

１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。  

 
当第３四半期累計期間 
（自 2020年１月１日 
至 2020年９月30日） 

１株当たり四半期純損失（△） △27円04銭 

（算定上の基礎）  

四半期純損失（△）（千円） △325,440 

普通株主に帰属しない金額（千円） ― 

普通株式に係る四半期純損失（△）（千円） △325,440 

普通株式の期中平均株式数（株） 12,033,459 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前事業

年度末から重要な変動があったものの概要 

第６回新株予約権及び第７

回新株予約権は、2020年９

月29日付で放棄されたた

め、すべて消滅しておりま

す。 
 

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、新株予約権が存在するものの、当社株式は非上場であ

るため、期中平均株価が把握できませんので、また、１株当たり四半期純損失であるため記載しておりませ

ん。 

 

 

  



 

－ 12 － 

（重要な後発事象） 

（ストックオプションとしての新株予約権の発行） 

当社は、2020年９月30日開催の臨時取締役会において、会社法第236条、第238条及び第239条の規定及び2020年

９月30日開催の臨時株主総会の決議に基づき、当社従業員に対してストックオプションとしての新株予約権を発

行することを決議し、2020年10月10日に発行いたしました。 

 

１．ストックオプションとしての新株予約権を発行する理由 

当社従業員が当社の業績向上への意欲と士気を一層高めることを目的として、当社従業員に対し、新株予約

権を無償で発行するものであります。 

 

２．新株予約権の発行要領 

（1）新株予約権の発行日 

2020年10月10日 

（2）付与対象者の区分、人数及び発行数 

当社従業員 ４名 66,500個 

（3）新株予約権の目的である株式の種類及び数 

当社普通株式 66,500株（新株予約権１個につき１株） 

（4）新株予約権と引換えに払込む金銭の額 

新株予約権１個と引換えに払い込む金銭の額（払込金額）は無償とする。 

（5）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

１株につき630円 

（6）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金の金額 

① 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１

項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とする。計算の結果１円未満の端数が生じた

ときは、その端数を切り上げるものとする。 

② 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本金

等増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。 

（7）新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権は、発行時に割当を受けた新株予約権者において、これを行使することができる。 

② 新株予約権者のうち新株予約権発行時において、当社の取締役、監査役又は従業員の地位にあった者は、

新株予約権の行使時においても、当社、当社子会社又は関係会社の取締役、監査役又は従業員の地位に

あることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由がある場合として、当社

が特に承認した場合は、その限りではない。 

③ 新株予約権者が死亡した場合は、その相続人は新株予約権の相続は認めないものとする。 

④ 新株予約権の権利行使価額の年間の合計額が1,200万円を超えない。 

⑤ 新株予約権の割当個数の全部又は一部を行使することができる。ただし、１個の新株予約権を更に分割

して行使することはできない。 

⑥ 新株予約権者が以下のうちいずれか一つの条件を満たした場合、新株予約権を行使することができない。 

ａ）禁固以上の刑に処された場合 

ｂ）戒告以上の懲戒処分を２回以上受けた場合 

ｃ）書面による事前の同意なく、競業他社の役員、従業員又はコンサルタント等に就いた場合 

ｄ）所定の書面により新株予約権の全部又は一部を放棄する旨を申し出た場合 

ｅ）法令又は社内諸規則等の違反、又は当社に対する背信行為があり、当社が新株予約権の行使を認め

ない旨を書面にて通知をした場合 

（8）新株予約権の権利行使期間 

2022年10月11日から2030年９月29日 

 

 

２【その他】 

該当事項はありません。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 
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